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株 主 各 位
神奈川県川崎市幸区堀川町 580番地

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク

代表取締役社長 文 屋 仁 志

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記により開催致しますので、
ご出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが出来
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月24日（月曜日）午
後６時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月25日（火曜日）午前10時(受付開始:午前９時30分)
２．場 所 神奈川県川崎市幸区堀川町 580番地

ソリッドスクエア 西館18階 当社会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照くださいますよ
うお願い申し上げます。なお、建物は前回と同じですがフロ
アが異なっておりますので、お間違えのないようご注意下さ
い。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第15期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第15期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役９名選任の件

第２号議案 監査役３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよう
お願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.faltec.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主各位
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配当金のお知らせ

　当社は、2012年１月18日の臨時株主総会決議により、剰余金の配当等の決定を

株主総会によらず、取締役会で行うことが出来る旨の定款規定を設けております。

　この当社定款規定に基づき、2019年５月23日開催の取締役会におきまして、第

15期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の期末配当金のお支払につき、

次のとおり決議致しましたのでお知らせ致します。

１．期末配当金 １株につき　金 29円

２．効力発生日

　　並びに支払開始日
2019年６月11日（火曜日）

－ 2 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当社グループを取り巻く経営環境は、米国の保護主義的な政策の影響

や米中の貿易摩擦に対する警戒感等により世界経済の不確実性が増して

おり、国内においても堅調な企業収益や雇用等の改善傾向に一服感が見

られ、景気回復基調が崩れつつあります。

　当社グループの属する自動車業界の概況は堅調に推移して参りました

が、海外における不確実性が増す中で先行きに不透明感が出てきており

ます。

　このような情勢の中、当連結会計年度の売上高は、国内におけるミリ

波レーダーカバー、電装品等の新商品販売増や新規車種立上げ効果等に

より90,701百万円（前連結会計年度比3.6％増）となりました。

　営業利益は、新規車種立上げ効果や生産合理化効果等により2,058百万

円（前連結会計年度比17.0％増）となりました。経常利益は、営業利益

増及び国内設備投資に関連する補助金収入228百万円を主因として、

2,225百万円（前連結会計年度比31.9％増）となりました。親会社株主に

帰属する当期純利益は、1,038百万円（前連結会計年度比25.0％増）とな

りました。

－ 3 －

事業の状況
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　セグメントの業績は、以下のとおりであります。
（日本）
　売上高（セグメント間売上高を含まない）は、ミリ波レーダーカバー、
電装品等の販売増や新規車種立上げ効果等により、69,078百万円（前連
結会計年度比4.9％増）となりました。セグメント利益は、新規車種立上
げ効果等により、1,507百万円（前連結会計年度比14.2％増）となりまし
た。
（アジア）
　売上高（セグメント間売上高を含まない）は、お客様の生産が堅調に
推移したこと等により11,646百万円（前連結会計年度比1.3％増）となり
ました。セグメント利益は、中国における競争激化の影響等により1,035
百万円（前連結会計年度比1.4％減）となりました。
（北米他）
　売上高（セグメント間売上高を含まない）は、お客様の生産減の影響
等により9,976百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりました。セグ
メント損失は、米国子会社における新設事業の準備費用の計上等があっ
たものの、英国子会社の現場改善効果等により前連結会計年度比39百万
円改善し、554百万円（前連結会計年度は593百万円のセグメント損失）
となりました。

②　設備投資の状況
　自動車部品生産用の生産設備・金型・冶工具を中心に実施し、投資総
額は7,839百万円となりました。

③　資金調達の状況
　増資あるいは社債発行等による資金調達は実施しておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状
況
　該当事項はありません。

－ 4 －

事業の状況
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(2) 財産及び損益の状況

区　　分
第12期

(2015年度)
第13期

(2016年度)
第14期

(2017年度)

第15期
(当連結

会計年度)

(2018年度)

売 上 高(百万円) 84,148 83,575 87,535 90,701

経 常 利 益(百万円) 2,937 1,424 1,686 2,225

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(百万円) 1,056 435 831 1,038

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 113.92 46.77 88.72 110.79

総 資 産(百万円) 59,392 59,860 70,480 71,297

純 資 産(百万円) 18,936 18,387 19,052 18,779

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,858.56 1,787.12 1,809.06 1,800.88

（注） １．第12期及び第13期の数値は、過年度決算訂正による遡及処理後の数値であります。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年

２月16日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度（第14

期）の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した場合の金額と

なっております。

３．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により、

１株当たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出してお

ります。

４．第12期は、中国・タイ子会社の新工場の本格的稼働及び米国子会社の新規取引拡

大の増収効果等により営業利益は増益となりましたが、為替差損の計上等により

経常利益は減益となり、特別損失の計上等により親会社株主に帰属する当期純利

益は1,056百万円となりました。

５．第13期は、海外子会社の為替換算の影響等で減収となり、また日本セグメントに

おける新車準備費用増の影響や英国子会社の新車立上げ費用増並びに生産安定化

に向けた対策費用等が増加したことにより営業利益・経常利益は減益となり、親

会社株主に帰属する当期純利益は435百万円となりました。

６．第14期は、自動車完成車メーカーの無資格検査問題による急速な減産に伴うロス

や、中国における競争激化の影響等があったものの、国内における新商品販売増

等による増収効果等により営業利益・経常利益は増益となり、親会社株主に帰属

する当期純利益は831百万円となりました。

７．第15期は、前記「①　事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。

－ 5 －
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

会 社 名
当 社 株 式 の
持 株 数

議決権比率 当 社 と の 関 係 内 容

ＴＰＲ㈱ 5,207,100株 55.5％
親会社より役員として
３名在籍

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 事 業 内 容

㈱アルティア 350百万円 100.0％
自動車検査・整備機器
及び自動車製造用設備
機器の製造販売

FALTEC EUROPE 
LIMITED

47.9百万英ポンド 100.0％
自動車外装部品の製造
販売

FALTEC AMERICA,INC. 1,001千米ドル 100.0％
自動車外装部品及び自
動車純正用品の製造販
売

佛山発爾特克汽車零部
件有限公司

25,000千米ドル 100.0％
自動車外装部品の製造
販売

湖北発爾特克汽車零
部件有限公司

110百万中国元 51.0％
自動車外装部品の製造
販売

FALTEC SRG GLOBAL
(THAILAND) CO., 
LTD.

662.7百万
タイバーツ

80.0％
自動車外装部品の製造
販売

（注）１．当社の連結子会社は、上記重要な子会社６社を含む９社であります。
　　また、非連結子会社は２社であります。

　　　２．売上高を勘案し、当連結会計年度よりFALTEC SRG GLOBAL(THAILAND)
　　CO., LTD.を重要な子会社に含めております。

　　③ 持分法適用関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 事 業 内 容

㈱いしかわファルテッ
ク

49百万円 49.0％
めっき及び塗装等表面
処理、加工製造販売

－ 6 －
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、前事業年度の不適切な会計処理に関する再発防止策を

継続して実施するとともに「FY20中期経営計画」達成に向け、以下の内容

で対処すべき課題に対応して参ります。

① 中期ビジョン

『ものづくり力の強化とグローバル収益構造の変革』

② 中期経営計画達成に向けて強化する重点戦略

・グローバル事業基盤の強化

・最高品質の追求

・強い商品の構築

③ 重点戦略に基づいた主要方策

・経営をサポートするインフラの再構築

・コンプライアンス・安全・環境・防災の徹底

・人材育成・働き甲斐ある職場づくり

・海外事業の積極展開

・製品品質の更なる向上

・業務品質向上と効率化の推進

・生産基盤の確立

・ものづくり力の強化と他社に打ち勝つ生産技術力の推進

・受注戦略の再構築とライフ管理変革

・新技術と開発力強化による新商品の創出

(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

　当社グループは当社、子会社11社及び関連会社１社で構成され、自動車外

装部品・自動車純正用品及び関連機器の開発、製造、販売を主要事業として

おります。

事 業 内 容 主 要 製 品

自動車外装部品事業 ラジエターグリル、ウインドウモール、ミリ波レーダーカバー 等

自動車純正用品事業
TCU（Telematics Communication Unit）、リモコンエンジン

スターター、リアビューカメラ、エアロパーツ 等

自動車関連機器事業
自動車検査・整備用機器 、自動車製造用設備・機器 、パワーシ
ステム

－ 7 －
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(6) 主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

当 社

本社：神奈川県川崎市
工場：福岡県京都郡苅田町、福岡県京都郡みやこ町、群馬県館林市、

福島県いわき市
先行開発センター：神奈川県横浜市
物流センター　　：神奈川県綾瀬市

㈱ ア ル テ ィ ア
本社：東京都江戸川区
工場：福島県いわき市

FALTEC EUROPE LIMITED 本社・工場：英国テイン＆ウェア州

FALTEC AMERICA, INC．
本社：米国テネシー州
工場：米国ジョージア州

佛山発爾特克汽車零部件
有限公司

本社・工場：中国広東省

湖北発爾特克汽車零部
件有限公司

本社・工場：中国湖北省

FALTEC SRG 
GLOBAL(THAILAND) 
CO., LTD.

本社・工場：タイ・チャチェンサオ

－ 8 －

主要な営業所及び工場
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(7) 従業員の状況（2019年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

2,504（1,362）名 △26（143）名

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パート・期間工・嘱託社員及び派遣社員）

は（ ）内に年間平均人員数を外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,007 名 13 名 46.0 歳 21.3 年

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パート・期間工・嘱託社員及び派遣社員）

1,010名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

（株）みずほ銀行 5,048　百万円

（株）横浜銀行 4,590　百万円

（株）東邦銀行 2,691　百万円

（株）商工組合中央金庫 2,571　百万円

（株）三菱ＵＦＪ銀行 2,050　百万円

（株）福岡銀行 1,750　百万円

農林中央金庫 1,675　百万円

　主要取引金融機関と総額15,300百万円の当座貸越契約を締結しております。

　なお、当期末における当該枠での借入実行残高は9,100百万円であります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 9 －
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 33,000,000株

② 発行済株式の総数 9,378,600株（うち自己株式628株）

③ 株主数 13,083名（前期末比192名減）

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＴＰＲ㈱ 5,207,100株 55.52％

ＧＵＡＮＧＤＯＮＧ ＴＧＰＭ

ＡＵＴＯＭＯＴＩＶＥ ＩＮＤＵＳＴＲＹ

ＧＲＯＵＰ ＣＯ．， ＬＴＤ．

444,408株 4.74％

ＳＲＧ ＧＬＯＢＡＬ, ＩＮＣ. 377,655株 4.03％

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
182,400株 1.94％

㈱ＪＣＵ 180,000株 1.92％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
95,700株 1.02％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口5）
69,700株 0.74％

ファルテック従業員持株会 46,600株 0.50％

Ｊ．Ｐ．ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮＫ

ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｓ．Ａ．

１３０００００

45,100株 0.48％

戸井田　和彦 41,700株 0.44％

（注）持株比率は、自己株式（628株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

－ 10 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 文 屋 仁 志 最高経営責任者 兼 生産センター長

代表取締役副社長 髙 野 　 浩 最高財務責任者 兼 海外事業室長

取 締 役 会 長 山 岡 秀 夫 ＴＰＲ㈱ 代表取締役会長 兼 ＣＥＯ

取 締 役 副 会 長 横 田 昭 治

取 締 役 小 林 　 毅 専務執行役員 兼 開発センター長

取 締 役 花 岡 　 繁
専務執行役員 兼 生産センター副センター長
ＴＰＲ㈱ 常務執行役員

取 締 役 岸 　 雅 伸 ＴＰＲ㈱ 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ

取 締 役 木 村 　 新

取 締 役 田 島 幸 広 日本土地建物㈱ 社外取締役

常 勤 監 査 役 渡 辺 　 誠

常 勤 監 査 役 波 田 隆 重

監 査 役 原 田 恒 敏

監 査 役 吉 野 保 則 東洋埠頭㈱ 社外監査役

 (注) １．取締役木村新氏及び田島幸広氏は、社外取締役であります。
２．監査役原田恒敏氏及び吉野保則氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役渡辺誠氏は、当社の経理部の担当役員としての経験があり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。
４．常勤監査役波田隆重氏は、当社の親会社であるＴＰＲ㈱の監査室長及び監査役を歴任

し、豊富な監査経験を有しております。
５．監査役原田恒敏氏は、公認会計士として、財務及び会計に関する豊富な専門知識と高

い見識を有しております。
６．監査役吉野保則氏は、公認会計士として、財務及び会計に関する豊富な専門知識と高

い見識を有しております。
７．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①2018年６月26日開催の第14回定時株主総会終結の時をもって、取締役田中俊之氏、
中村英剛氏及び山田正四郎氏は任期満了に伴い退任致しました。

②2018年６月26日開催の第14回定時株主総会終結の時をもって、監査役富田健一氏は
辞任致しました。

③2018年６月26日開催の第14回定時株主総会において、新たに文屋仁志氏、髙野浩氏、
山岡秀夫氏、花岡繁氏及び岸雅伸氏は、取締役に選任され就任致しました。

④2018年６月26日開催の第14回定時株主総会において、新たに波田隆重氏は、監査役
に選任され就任致しました。

８．当社は、木村新氏及び田島幸広氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要

　当社は取締役（業務執行取締役である者を除く）及び監査役との間で、会

社法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意であ

りかつ重大な過失がなかったときは、金500万円または会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担

するものとしております。

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 支給額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

９名
　　（２）

110百万円
（９）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４名
（２）

35百万円
（９）

合 計
13名

  （４）
145百万円
（19）

 (注) １．取締役の支給人員は、無報酬の取締役３名を除いております。

　　　２．監査役の支給人員は、無報酬の監査役１名を除いております。

　　　３．取締役の報酬額は2012年１月18日開催の臨時株主総会において年額220百万円以
内と決議いただいております。

　　　４．監査役の報酬額は2008年４月１日開催の臨時株主総会において年額84百万円以内
と決議いただいております。

④ 取締役及び監査役の報酬等の決定方針

　１）基本方針

　当社の役員報酬は、当社グループ各事業年度の業績向上並びに中長期

的な企業価値の増大を念頭に、他社水準等を考慮の上、当社取締役、監

査役に求められる能力及び責任に見合った水準に設定するものとする。

　役員報酬は、指名報酬委員会の諮問を受けた後、決定される。

　２）取締役の報酬等

Ａ．業務執行に携わる常勤取締役の報酬は原則として以下の２要素で構

成される。

 ⅰ)役位に応じた全社的な役割、貢献に対する定額報酬

　　――――基本年俸

 ⅱ)各事業年度の会社業績及び個人業績に連動した報酬

　　――――加算報酬

　加算報酬は、各取締役基本年俸の30％を超えないものとし、別途設定

されるガイドラインに従い各取締役ごとに決定される。加算報酬は翌事

業年度の基本報酬に加算して支給されるものとする。
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Ｂ．業務執行に携わる常勤取締役には基本報酬、加算報酬の他、当社グ

ループの企業価値向上に向けたインセンティブとしてストックオプショ

ンを付与することも可能とする。

Ｃ．社外取締役、非常勤取締役の報酬は基本年俸のみとする。

　３）監査役の報酬等

　監査役の報酬は、監査役が当社グループ全体の職務執行を監査する責

務を負うことから役位に応じて定額報酬として支給されるものとする。

⑤ 社外役員に関する事項

１）他の法人等の重要な兼職に関する事項

Ａ．取締役田島幸広氏は、日本土地建物㈱の社外取締役であります。当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。

Ｂ．監査役吉野保則氏は、東洋埠頭㈱の社外監査役であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

２）当事業年度における主な活動内容

氏 名 地 位 主な活動状況

木 村 　 新 取 締 役

当事業年度に開催された取締役会の16回すべて、指名報

酬委員会の１回すべて及び予実算会議12回のうち11回

に出席し、主に経営者の見地から発言を行っておりま

す。

田 島 幸 広 取 締 役

当事業年度に開催された取締役会の16回すべて、指名報

酬委員会の１回すべて及び予実算会議12回のうち11回

に出席し、主に経営者の見地から発言を行っておりま

す。

原 田 恒 敏 監 査 役

当事業年度に開催された取締役会の16回すべて、監査役

会17回のうち16回、指名報酬委員会の１回すべて及び予

実算会議12回のうち11回に出席し、主に公認会計士とし

ての豊富な専門知識・見地から発言を行っております。

吉 野 保 則 監 査 役

当事業年度に開催された取締役会の16回すべて、監査役

会の17回すべて、指名報酬委員会の１回すべて及び予実

算会議の12回すべてに出席し、主に公認会計士としての

豊富な専門知識・見地から発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人
 (注) 新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法

人に変更しております。

②　報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 90百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

98百万円

 (注) １．当社は会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

　　　２．当社監査役会は、会計監査人及び社内関係部署からの必要な資料の入手や報告を
通じ、会計監査人の監査計画の内容、過年度における職務執行状況及び報酬見積
の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項
の同意を行っております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　連結子会社の監査
　海外にある当社の重要な連結子会社は、当社の会計監査人以外の公認
会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有
する者を含む）の監査（会社法または金融商品取引法（これらの法律に
相当する外国法令を含む）の規定によるものに限る。）を受けておりま
す。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める条項に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を
解任します。
　また上記に加え、会社法、金融商品取引法、公認会計士法等の法令違反
による懲戒処分や監督官庁からの業務停止等の重大な処分を受けた場合、
または会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点か
ら、監査を遂行するのに不十分であると判断した場合等には、解任または
不再任に関する議案を決議し、当社取締役会は、当該決議に基づき、当該
議案を株主総会に提出します。

－ 14 －

会計監査人の状況



2019/05/29 17:10:37 / 18482935_株式会社ファルテック_招集通知

(5)業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　ⅰ) 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備についての決定

内容の概要は以下のとおりであります。

　　① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制

　当社は、社会の一員として法令及び定款に適合した公正、透明かつ効率的

な事業活動を推進し社会的責任を果たす。

１） 取締役会を取締役会規則に基づき１ヶ月に１回以上開催し、重要な

業務執行について審議、決定すると共に、取締役から業務執行状況の

報告を受ける事などにより取締役の職務の執行を監督する。

２） 業務執行取締役、執行役員、常勤監査役を主なメンバーとした経営

会議を月1回以上開催し、職務権限規程に基づき、業務執行に関する重

要事項について、審議決定すると共に取締役会に上程すべき議題（決

議事項・報告事項）について決定する。

３） 社外役員を委員とし、代表取締役の業務執行の適正に関する評価を

行い、これに基づき取締役会に対して提言及び必要に応じた勧告を行

う代表取締役の適正に関する特別委員会を設置し、代表取締役の職務

の執行を監督する。

４） リスク管理活動の円滑な実践とリスク情報の共有を目的として、代

表取締役、業務執行取締役、執行役員、部署長をメンバーとしたリス

ク管理委員会を設ける。

５） 法令遵守の基本方針並びに遵守事項の徹底を図ることを目的に、代

表取締役、業務執行取締役、執行役員、部署長をメンバーとしたコン

プライアンス委員会を設ける。

６） 「ファルテックグループ行動規範」を制定し当社及び当社グループ

に所属する全員が法令・規則等並びに社内規程の遵守を推進する。

７） 反社会的勢力からの不当な介入や要求に対しては、関連する社内規

程等に基づき、毅然として対応する。

８） 当社業務の有効性・効率性及び法令遵守を確保するために内部監査

部門による内部監査を実施し、その結果は代表取締役社長に報告され

るほか定期的に取締役会に報告される。

９） 当社は財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に定める内部統制

報告書の有効かつ適切な提出のため、内部統制システムの構築を行い、

その仕組みが有効かつ適正に機能することを継続的に評価し、必要な

是正を行う。
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　　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　情報資産管理規程等の当社諸規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を

文書又は電磁的媒体に記録し保存する。取締役及び監査役は常時これらの

文書を閲覧できるものとする。

　　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社の業務執行に係るリスクについて、その内容に応じてリスク

管理規程等関連する社内規程に基づき、リスク管理委員会並びに各部門で適

切に対応する。大規模地震等の非常災害発生に備え、対応組織の整備、情報

連絡体制の構築、並びに定期的な防災訓練の実施等適切な対応体制を構築す

る。

　　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営上の重要事項については、取締役会や経営会議において適宜審議決定

し、また業務執行取締役、執行役員、常勤監査役を主たるメンバーとした 

ＣＯＭ (Corporate Officers Meeting) その他の報告会議体において情報

共有する等、効率的な業務運営を実施する。各取締役は、役員規程、職務権

限規程に基づき指定された決定権限の範囲内で、担当業務について決定し執

行する。取締役は、３ヶ月に１回以上、職務の執行状況について取締役会に

報告する。また内部監査部門は、効率的な取締役の業務執行がなされるよう

内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長に報告する。

　　⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　使用人は代表取締役並びに業務を担当する取締役の指揮命令の下、ファル

テックグループ行動規範並びにコンプライアンス規程等社内規程に基づき

職務の執行を行う。使用人の職務の執行は業務執行手続や報告等を通して、

取締役の監督を受ける。

　またコンプライアンス委員会を定期的に開催し法令遵守の徹底を図ると

共に内部監査を実施しその結果を代表取締役社長に報告する。

　更には監査部門、監査役及び外部弁護士を窓口とした内部通報体制を構築

し、通報者の保護を図りつつ公正な職務の遂行を確保する体制を確立する。

内部通報の情報についても定期的に取締役会に報告される。
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　　⑥ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

　当社は親会社と相互に経営の独立性を維持しながら企業グループを形成

し、親会社と共にグローバルな自動車業界でのプレゼンスを高めていく。親

会社からの独立性の維持にあたり親会社と当社の利益相反に十分留意する。

　また当社及び当社子会社よりなる当社企業グループにおける業務が適正

かつ効率的に行われるよう当社は当社子会社に対し適切な管理監督、協議、

指導助言が行われる体制を構築する。

１） 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関

する体制

　当社子会社管理規程により各子会社の承認事項、報告事項を定め、

当社決裁権限者が承認、報告受領する体制を構築する。当社各部門は

子会社との連携を密接にし、子会社における重要な業務の進展に関与

する。

２） 当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は各子会社に対し経営に関する重要な計画を策定させると共に、

各子会社から業績並びに業務の進展状況に係る報告を定期的に受領し、

定期的に当社取締役会に報告する。各子会社はリスク管理規程を制定

の上リスク管理を実行し、リスク管理上重要な発生事実に関しては、

発生後直ちに発生事実報告を当社あて提出する体制とする。

３） 当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

　当社各部門が子会社の重要な業務に関し本社会議体を活用した協議、

指導助言を行うほか、当社子会社管理規程並びに各子会社の職務権限

規程により子会社取締役等の決裁権限を規定し、子会社の業務遂行が

効率的に行われる体制を構築する。

４） 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合する事を確保するための体制

　ファルテックグループ行動規範をグループ各子会社に展開し、誓約

書提出及び継続的な誓約書確認によりコンプライアンス意識の維持、

向上を図ると共に各子会社がコンプライアンス規程を制定の上、法令

並びに定款の遵守を図る。

　当社内部監査部門が子会社の内部監査も行うほか、当社内部通報窓

口は子会社からの通報にも対応する体制とする。
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　　⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　当社監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当

社監査役と協議の上、必要に応じて当社監査役の職務を補助する使用人を置

くものとする。

　　⑧ 監査役の職務を補助すべき使用人の当社取締役からの独立性に関する事

項

　監査役を補助する使用人は、当社取締役から独立しており監査役の指揮命

令にのみ服するものとする。

　　⑨ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

　監査役の職務を補助する使用人の人事及び給与等の待遇を決定ないし変

更するに際しては監査役会との事前協議を要するものとする。

　　⑩ 監査役への報告に関する体制

１） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

　取締役及び使用人は、監査役が報告すべきと定めた事項、会社に著

しい損害を及ぼす可能性のある事実のほか当社の業務執行上重要と判

断される事項について監査役に報告する。また内部通報窓口への通報

についても監査役に報告する。

２） 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

た者が監査役に報告をするための体制

　当社の取締役及び使用人は、グループ会社各社における重大なリス

クの発生及びファルテックグループ行動規範や法令等に対する違反を

監査役に報告する。内部通報窓口に対するグループ各社からの通報に

ついても監査役に報告する。

　　⑪ 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けない事を確保するための体制

　当社は監査役への報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由とし

て不利な取扱いを受けることを禁止し、その旨を当社並びに当社グループ

の取締役及び使用人に周知徹底する。また内部通報を行った者に対して

も、通報者の不利益取扱いを禁止する。
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　　⑫ 監査役の職務の遂行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の遂行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

　当社は監査役又は監査役会が監査の実施のために、弁護士、公認会計

士、その他の社外の専門家に対して助言を求める、又は調査、鑑定、その

他の事務を委託するなどのために所要の費用を請求するときは、当該請求

に係る費用が監査役又は監査役会の職務の執行に必要でないことを証明

した場合を除き、これを承認するものとする。

　　⑬ その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社並びに子会社の取締役は、監査役の職務の執行のための必要な体制

（監査環境）の整備に留意する。

　監査役は取締役会の他重要な会議に出席すると共に、当社が保存・管理

する資料等を閲覧できるものとする。代表取締役と監査役とは、経営環境

や重要課題等について相互に認識を高めるため定期的に会合を持つこと

とする。

　監査役監査の有効性を確保するため、当社及び当社グループの内部監査

を実行する当社監査部署は、毎月監査役に対して監査報告を行う。監査役

は、監査役監査基準に従い、当社及び当社子会社の取締役の職務執行及び

取締役会の意思決定の監査を通して、監査役監査の有効性を確保する。
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　ⅱ) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

　　① 社外取締役の監督機能の確保として、月１回以上開催される取締役会に加

え、月１回開催の予実算会議に出席し、活発な議論が行われております。

　　② 業務執行取締役、センター長、常勤監査役を主なメンバーとした経営会議

を開催し、職務権限規程に基づき、業務執行に関する重要事項について、

審議決定すると共に取締役会に上程すべき議題（決議事項・報告事項）に

ついて決定されております。

　　　 また、業務執行取締役、執行役員、常勤監査役を主たるメンバーとしたＣ

ＯＭを週１回開催し、情報の共有を図っております。

　　③ 社外役員を委員とし、代表取締役の業務執行の適正に関する評価を行う代

表取締役の適正に関する特別委員会は、2018年９月27日の設置後、同年11

月、2019年２月に代表取締役からヒヤリングを行い、代表取締役の職務の

執行を監督しております。

　　④ 監査役監査の実効性の確保として、月１回以上開催される監査役会及び取

締役会に加え、経営会議や予実算会議等重要な会議に出席すると共に、重

要な決裁書類の閲覧を行っております。

　　⑤ リスク管理活動の円滑な実践とリスク情報の共有を目的として、代表取締

役、業務執行取締役、執行役員、部署長をメンバーとしたリスク管理委員

会を年４回開催し、リスク管理活動について円滑に実践、かつ徹底し、リ

スク管理に必要な情報の共有化を図っております。

　　⑥ 法令遵守の基本方針並びに遵守事項の徹底を図ることを目的として、代表

取締役、業務執行取締役、執行役員、部署長をメンバーとしたコンプライ

アンス委員会を年４回開催し、法令遵守について円滑に実践、かつ徹底を

図っております。
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(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針については、買収防衛策等、現時点では特に定めておりませんが、

今後も引き続き社会情勢等の変化に注視しつつ弾力的な検討を行って参りま

す。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと認

識しており、期末配当にて年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし

ております。また、定款には、中間配当の基準日を毎年９月30日とする旨、

並びに配当の決定機関は、株主総会の決議によらず取締役会で決議できる旨

を定めており、臨機応変に配当を決定できるようにしております。

　なお、剰余金の配当につきましては、長期的な視点に立ち海外拠点の拡充

及び商品開発や生産性向上のための設備投資並びに成長領域への投資や財務

基盤の充実を図りつつ、連結業績・投資計画の状況を考慮したうえで、安定

的・継続的に配当を行うよう努めていきたいと考えております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、2019年５月23日開催の取締役会

にて１株当たり29円とすることを決議致しました。また、支払開始日は2019

年６月11日としております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

38,575

9,976

19,926

6,929

1,757

△13

32,721

28,814

9,425

8,373

1,281

6,983

940

1,810

1,093

2,813

324

1,933

561

△6

流 動 負 債 36,808

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 9,114

電 子 記 録 債 務 5,927

短 期 借 入 金 9,713

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

5,144

リ ー ス 債 務 703

未 払 法 人 税 等 298

賞 与 引 当 金 949

そ の 他 4,957

固 定 負 債 15,709

長 期 借 入 金 8,773

リ ー ス 債 務 192

退 職 給 付 に 係 る 負 債 5,451

再評価に係る繰延税金負債 1,007

そ の 他 285

負 債 合 計 52,517

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 14,568

資 本 金 2,291

資 本 剰 余 金 609

利 益 剰 余 金 11,668

自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 2,320

その他有価証券評価差額金 79

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

土 地 再 評 価 差 額 金 1,935

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,229

退職給付に係る調整累計額 △923

非 支 配 株 主 持 分 1,890

純 資 産 合 計 18,779

資 産 合 計 71,297 負 債 純 資 産 合 計 71,297

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 90,701

売 上 原 価 78,358

売 上 総 利 益 12,342

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,284

営 業 利 益 2,058

営 業 外 収 益

受 取 利 息 33

受 取 配 当 金 9

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 39

補 助 金 収 入 228

未 払 配 当 金 除 斥 益 53

そ の 他 142 506

営 業 外 費 用

支 払 利 息 205

為 替 差 損 58

そ の 他 76 340

経 常 利 益 2,225

特 別 利 益

減 損 損 失 戻 入 益 90 90

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 40

減 損 損 失 100 141

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,174

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 788

法 人 税 等 調 整 額 147 936

当 期 純 利 益 1,238

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 199

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,038

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 2,291 609 11,042 △0 13,942

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △406 △406

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,038 1,038

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

連 結 範 囲 の 変 動 △7 △7

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

-

当 期 変 動 額 合 計 - - 625 △0 625

当 期 末 残 高 2,291 609 11,668 △0 14,568

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 134 △0 1,935 1,851 △898 3,022 2,086 19,052

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △406

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

- 1,038

自 己 株 式 の 取 得 - △0

連 結 範 囲 の 変 動 - △7

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△54 0 △621 △25 △701 △196 △897

当 期 変 動 額 合 計 △54 0 - △621 △25 △701 △196 △272

当 期 末 残 高 79 △0 1,935 1,229 △923 2,320 1,890 18,779

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の状況

連結子会社の数　９社

連結子会社の名称

　㈱アルティア

　㈱テクノサッシュ

　㈱北九州ファルテック

　FALTEC EUROPE LIMITED［イギリス］

　FALTEC AMERICA, INC.［アメリカ］

　広東発爾特克汽車用品有限公司［中国］

　佛山発爾特克汽車零部件有限公司［中国］

　湖北発爾特克汽車零部件有限公司［中国］

　FALTEC SRG GLOBAL （THAILAND） CO., LTD.［タイ］

連結の範囲の変更

　当連結会計年度より、㈱北九州ファルテックにつきましては、重要性が増したため

連結の範囲に含めております。

（２）非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

　FAS CEBU CORPORATION［フィリピン］

　広州愛路特亜汽車設備有限公司［中国］

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の関連会社数　１社

　㈱いしかわファルテック

（２）持分法を適用していない非連結子会社の名称等

　FAS CEBU CORPORATION［フィリピン］

　広州愛路特亜汽車設備有限公司［中国］

（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により

算定）によっております。

イ．商品　　　　　　　　　　主として移動平均法

ロ．製品　　　　　　　　　　主として移動平均法

ハ．仕掛品・原材料　　　　　主として移動平均法

ニ．貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　　（リース資産を除く）

　主として定率法によっております。ただし、当社及

び国内連結子会社は1998年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７～50年

機械装置及び運搬具　　２～12年

工具、器具及び備品　　２～10年

② 無形固定資産

　　（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、ソフトウエア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とした定額法によっておりま

す。

　なお、残存価額については、リース契約上に残価保

証の取り決めがあるものは当該残価保証額とし、それ

以外のものは零としております。

－ 26 －

連結注記表



2019/05/29 17:10:37 / 18482935_株式会社ファルテック_招集通知

（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額

のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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（５）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　　　　　　　金利変動リスクのヘッジとして繰延ヘッジ処理を行

っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段として金利スワップを行っており、借入金

に係る金利変動リスクをヘッジ対象としております。

③ ヘッジ方針　　　　　　　　　　将来の金利変動によるリスクを回避することを目的

としており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法　　　（金利スワップ）

　繰延ヘッジについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、継続して金利の変動によ

る影響を相殺又は一定の範囲に限定する効果が明らか

に見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。

（６）その他連結計算書類作成のための重要な事項

① のれんの償却方法及び償却期間　５年間の定額法により償却しております。

② 消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は、

営業外収益の総額の100分の10以下のため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表

示しております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 52,146百万円

２．国内連結子会社である㈱アルティアは、橋本フォーミング工業㈱を2005年２月１日に吸収

合併しており、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号)に基づい

て再評価された事業用土地を引き継ぎ、土地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負債を

控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しており、同社を2007年10月１日

に吸収分割した当社がこれを引き継いでおります。

再評価を行った年月日 2000年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価

と再評価後の帳簿価額との差額
△2,745百万円

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

項に定める地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法。

３．担保資産及び担保付債務

下記の資産を、下記債務の担保に供しております。

(単位：百万円)

担保資産
建物 401
土地 60

合計 461
担保付債務 退職給付に係る負債 1,428

４．偶発債務

債務保証

(単位：百万円)

保証先 種類 金額

㈱いしかわ
ファルテック

銀行借入保証 188

合計 188
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,378,600株

２．配当に関する事項

（１）配当支払額

（決議）
株式の
種類

配当金
の総額

（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日
効力
発生日

2018年
５月24日
取締役会

普通
株式

406
利益
剰余金

43.33
2018年
３月31日

2018年
６月12日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

（決議）
株式の
種類

配当金
の総額

（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日
効力
発生日

2019年
５月23日
取締役会

普通
株式

271
利益
剰余金

29
2019年
３月31日

2019年
６月11日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達に

ついては銀行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避

するために利用し、投機的な取引は行いません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されていますが、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行い、主な取引先の与信状況を定期的に把握する体

制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や企業の財務状況等を把握してお

ります。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務はそのほとんどが１年以内

の支払期日です。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されていますが、このうち長期のものについては、支払金利の固定化を図る

ために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として

利用しています。ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ

の有効性の評価方法については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記等「３．会計方針に関する事項　（５）重要なヘッジ会計の方法」

をご覧下さい。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社

内ルールに従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスク

を軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、各部署からの報告

に基づき、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により管理してお

ります。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照
表計上額

時価 差額

（１）現金及び預金

（２）受取手形及び売掛金

（３）投資有価証券

　　　その他有価証券

9,976

19,926

202

9,976

19,926

202

－

－

－

資産計 30,105 30,105 －

（１）支払手形及び買掛金

（２）電子記録債務

（３）短期借入金

　　（１年内返済予定の長期借入金を含む）

（４）長期借入金

9,114

5,927

14,858

8,773

9,114

5,927

14,858

8,779

－

－

－

6

負債計 38,673 38,679 6

デリバティブ取引（※） (5) (5) －

　（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については（　）で示しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

これらの時価については、主に市場価格によっております。

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）電子記録債務、（３）短期借入金（１年内返済予定の

長期借入金を含む）

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から当該帳簿価額によっております。

（４）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

取引金融機関から提示された価格を時価としております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（関係会社株式を含む） 121

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから「資産（３）投資有価証券」には含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,800円88銭

２．１株当たり当期純利益 110円79銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（固定資産の譲渡）

　2019年３月28日開催の取締役会において、当社保有の固定資産を譲渡することについて決議

しました。

１．譲渡の理由

　経営資源の有効活用及び財務体質の強化を図るため、固定資産を譲渡することと致しました。

２．譲渡資産の内容

資産の内容及び所在地 譲渡益 現 況

神奈川県綾瀬市深谷上８丁目24番４号

土地　11,694.18㎡

建物　 8,987.91㎡(延床面積)

 約15億円 　　物流センター

なお、上記の譲渡益は、譲渡に係る費用等の見込み額を控除した概算額を記載しています。

３．譲渡先の概要

　譲渡先につきましては、譲渡先の意向により開示を控えさせていただきます。なお、譲渡先

と当社の間には特記すべき資本関係、人的関係及び取引関係はありません。また、譲渡先は当

社の関連当事者には該当しません。

４．譲渡の日程

　取締役会決議日　　2019年３月28日

　譲渡契約締結日　　2019年３月29日

　譲渡引渡日　　　　2019年９月27日　(予定)
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貸　借　対　照　表

（2019年３月31日現在）
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

18,511
2,722
2,353
9,054

21
1,219
377

2,057
377
177
40
152
7

△50
28,538
15,680
3,183
180

3,559
0

534
6,183
726

1,311
715
120
27
0

533
33

12,142
223

8,422
1,812

8
1,492
189
△6

流 動 負 債 25,415

支 払 手 形 111

買 掛 金 4,491

電 子 記 録 債 務 4,321

短 期 借 入 金 9,000
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

3,329

リ ー ス 債 務 626

未 払 金 185

未 払 費 用 1,583

未 払 法 人 税 等 70

前 受 金 327

預 り 金 85

賞 与 引 当 金 639

設 備 関 係 支 払 手 形 636

そ の 他 5

固 定 負 債 11,681

長 期 借 入 金 7,163

リ ー ス 債 務 164
再評価に係る繰延税金負債 1,007

退 職 給 付 引 当 金 3,305

資 産 除 去 債 務 41
そ の 他 0

負 債 合 計 37,096

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 7,937

資 本 金 2,291

資 本 剰 余 金 2,404

資 本 準 備 金 791

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,613

利 益 剰 余 金 3,242

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,242

繰 越 利 益 剰 余 金 3,242

自 己 株 式 △0

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,014
その他有価証券評価差額金 79

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0
土 地 再 評 価 差 額 金 1,935

純 資 産 合 計 9,952
資 産 合 計 47,049 負 債 純 資 産 合 計 47,049

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損　益　計　算　書

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 52,323

売 上 原 価 47,253

売 上 総 利 益 5,069

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,449

営 業 利 益 620

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 736

技 術 供 与 収 入 61

不 動 産 賃 貸 料 21

補 助 金 収 入 228

未 払 配 当 金 除 斥 益 53

そ の 他 66 1,168

営 業 外 費 用

支 払 利 息 79

為 替 差 損 33

不 動 産 賃 貸 費 用 16

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 40

そ の 他 1 170

経 常 利 益 1,617

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 15

減 損 損 失 2 17

税 引 前 当 期 純 利 益 1,600

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 264

法 人 税 等 調 整 額 146 410

当 期 純 利 益 1,189

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益剰

余金

当 期 首 残 高  2,291  791 1,613 2,404 2,458 2,458  △0 7,154

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △406 △406 △406

当 期 純 利 益 - 1,189 1,189  1,189

自 己 株 式 の 取 得 - - △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

- - -

当 期 変 動 額 合 計  -  -  -  -  783  783  △0  783

当 期 末 残 高  2,291  791  1,613  2,404 3,242 3,242  △0  7,937

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 134 △0 1,935 2,069 9,223

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △406

当 期 純 利 益 - 1,189

自 己 株 式 の 取 得 - △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△54 0 △54 △54

当 期 変 動 額 合 計 △54 0 - △54 728

当 期 末 残 高 79 △0 1,935 2,014 9,952

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により

算定）によっております。

①商品　　　　　　　　　　　移動平均法

②製品　　　　　　　　　　　移動平均法

③仕掛品・原材料　　　　　　移動平均法

④貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物・構築物　　　　　　　７～50年

　機械及び装置・車両運搬具　２～12年

　工具、器具及び備品　　　　２～10年

（２）無形固定資産

　（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、ソフトウエア（自

社利用）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

（３）リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とした定額法によっておりま

す。

　なお、残存価額については、リース契約上に残価保

証の取り決めがあるものは当該残価保証額とし、それ

以外のものは零としております。

－ 37 －
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３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

（２）賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込

額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（３）退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。

　なお、当社は子会社である㈱アルティアの吸収分割

により、数理計算上の差異を承継しており、上記費用

処理年数は承継前の期間を含めた年数となっておりま

す。

－ 38 －
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４．重要なヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法　　　　　　　金利変動リスクのヘッジとして繰延ヘッジ処理を行

っております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段として金利スワップを行っており、借入

金に係る金利変動リスクをヘッジ対象としております。

（３）ヘッジ方針　　　　　　　　　　将来の金利変動によるリスクを回避することを目的

としており、投機的な取引は行わない方針であります。

（４）ヘッジ有効性評価の方法　　　（金利スワップ）

　繰延ヘッジについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、継続して金利の変動

による影響を相殺又は一定の範囲に限定する効果が明

らかに見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる事項

（１）のれんの償却方法及び償却期間　５年間の定額法により償却しております。

（２）消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

－ 39 －
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 43,374百万円

２．国内連結子会社である㈱アルティアは、橋本フォーミング工業㈱を2005年２月１日に吸収

合併しており、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号)に基づ

いて再評価された事業用土地を引き継ぎ、土地再評価差額金から再評価に係る繰延税金負

債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しており、同社を2007年10

月１日に吸収分割した当社がこれを引き継いでおります。

再評価を行った年月日 2000年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額
△2,745百万円

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

４項に定める地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算

定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行

って算定する方法。

３．偶発債務

債務保証

(単位：百万円)

保証先 種類 金額
FALTEC AMERICA, INC. 銀行借入保証 1,776

佛山発爾特克汽車零部件有
限公司

銀行借入保証 402
リース債務保証 74

㈱北九州ファルテック 銀行借入保証 1,700
㈱いしかわファルテック 銀行借入保証 188

合計 4,140

４．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

（１）　短期金銭債権 407百万円

（２）　短期金銭債務 322百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

１．　売上高 1,073百万円

２．　営業費用 2,754百万円

３．　営業取引以外の取引高 779百万円

－ 40 －
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の数 普通株式 628株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被 所 有)割 合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 ㈱アルティア
所有
　直接100％

資金の借入

役員の兼任

資 金 の 借 入

資 金 の 返 済

利 息 の 支 払

2,000

2,000

0

- -

子会社 ㈱テクノサッシュ
所有
　直接100％

資金の貸付

役員の兼任

資 金 の 貸 付

資 金 の 回 収

利 息 の 受 取

60

40

0

短 期 貸 付 金 40

子会社
㈱北九州ファルテッ
ク

所有
　直接96.67％

債 務 保 証

役員の兼任
債 務 保 証 1,700 - -

子会社
FALTEC EUROPE 
LIMITED

所有
　直接100％

資金の貸付

役員の兼任

資 金 の 貸 付

利 息 の 受 取

1,087

10
長 期 貸 付 金 1,812

子会社 FALTEC AMERICA,INC.
所有
　直接100％

債 務 保 証

役員の兼任
債 務 保 証 1,776 - -

子会社
佛山発爾特克汽車零
部件有限公司

所有
　直接100％

債 務 保 証

役員の兼任
債 務 保 証 476 - -

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の借入及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており

ます。

２．㈱テクノサッシュに対する貸付については、40百万円の貸倒引当金を計上しており

ます。また、当事業年度において40百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

３．債務保証については、各社の金融機関からの融資等に対して保証したものであり、

取引金額は期末現在の保証残高であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,061円28銭

２．１株当たり当期純利益 126円87銭
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（固定資産の譲渡）

　2019年３月28日開催の取締役会において、当社保有の固定資産を譲渡することについて決議

しました。

１．譲渡の理由

　経営資源の有効活用及び財務体質の強化を図るため、固定資産を譲渡することと致しました。

２．譲渡資産の内容

資産の内容及び所在地 譲渡益 現 況

神奈川県綾瀬市深谷上８丁目24番４号

土地　11,694.18㎡

建物　 8,987.91㎡(延床面積)

 約15億円 　　物流センター

なお、上記の譲渡益は、譲渡に係る費用等の見込み額を控除した概算額を記載しています。

３．譲渡先の概要

　譲渡先につきましては、譲渡先の意向により開示を控えさせていただきます。なお、譲渡先

と当社の間には特記すべき資本関係、人的関係及び取引関係はありません。また、譲渡先は当

社の関連当事者には該当しません。

４．譲渡の日程

　取締役会決議日　　2019年３月28日

　譲渡契約締結日　　2019年３月29日

　譲渡引渡日　　　　2019年９月27日　(予定)

－ 42 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月17日

株式会社ファルテック
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 　 聡 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 日 置 重 樹 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ファルテックの2018年４月
１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ファルテック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 43 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月17日

株式会社ファルテック

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 　 聡 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 日 置 重 樹 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファルテックの2018

年４月１日から2019年３月31日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行

った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 44 －
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監査役会の監査報告

監査報告書

当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第15期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、活動計画、職務の分担等を定め、各監査

役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、活動計画、職務の分担等に従い、取締役、監査室その他の使用
人、親会社の監査役その他の者と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査
いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
らなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。また、子会社の取締役及び使用人等からも必要
に応じてその構築及び運用の状況について報告を受け、説明を求め
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 45 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容
及び取締役の職務の執行についても指摘すべき事項は認められませ
ん。なお、第14期(2017年度)に発覚しました不適切な会計処理に関
して、東京証券取引所より「改善報告書」の提出を求められ、改善
措置の実施状況及び運用状況を記載した「改善状況報告書」を提出
しました。今後とも再発防止に向けた改善措置ならびにその実施状
況を監視し、検証いたします。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2019年５月23日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 渡 辺 　 誠 ㊞

常 勤 監 査 役 波 田 隆 重 ㊞

社 外 監 査 役 原 田 恒 敏 ㊞

社 外 監 査 役 吉 野 保 則 ㊞

以　上

－ 46 －
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役９名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役９名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴・地位・担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の株式の数

１
末 廣 　 博

(1958年９月11日生)

1981年４月　㈱富士銀行入行
2003年５月　㈱みずほ銀行 水戸支店長
2004年９月　㈱みずほコーポレート銀行 欧州

営業第一部長
2006年４月　同行 欧州業務管理部長
2008年４月　同行 執行役員 営業第七部長
2011年４月　同行 常務執行役員 アジア・オセ

アニア地域統括役員
2014年４月　㈱みずほ銀行 常務執行役員 米州

地域ユニット長
2015年４月　同行 専務執行役員 米州地域ユニ

ット長
2017年４月　同行 副頭取執行役員 米州地域本

部長
2018年５月　ＴＰＲ㈱ 副社長執行役員
2018年６月　同社 取締役副社長執行役員（現

任） 担当:管理部門

－

２
文 屋 仁 志

(1956年10月11日生)

1979年４月　日産自動車㈱入社
2001年４月　同社 バリューアップ推進支援チ

ーム主管
2004年４月　同社 原価低減推進室主管
2006年４月　㈱アルティア橋本入社
2007年４月　同社 ＶＰ生産管理部 兼 ＨＰＳ

推進室担当
2008年４月　当社 執行役員 兼 生産センター

副センター長
2009年４月　当社 執行役員 兼 館林工場長
2010年４月　当社 執行役員 兼 生産センター

長 兼 藤沢工場長
2011年４月　当社 執行役員 兼 九州工場長
2015年４月　ＦＡＬＴＥＣ ＳＲＧ ＧＬＯＢＡ

Ｌ ＴＨＡＩＬＡＮＤ 社長
2017年11月　当社 執行役員 兼 生産センター

副センター長
2018年４月　当社 常務執行役員 兼 生産セン

ター長 兼 購買センター長
2018年６月　当社 代表取締役社長 最高経営責

任者 兼 生産センター長
2019年４月　当社 代表取締役社長 最高経営責

任者(現任)

2,100株

－ 47 －
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候補者

番　号

氏　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴・地位・担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の株式の数

３
髙 野 　 浩

(1947年10月５日生)

1972年４月　㈱富士銀行入行

1990年12月　同行 ロンドン支店副支店長

1999年５月　同行 千葉支店長

2002年３月　サンデン㈱ 管理本部長

2004年４月　同社 経営企画室長

2005年４月　ＴＰＲ㈱ 第二海外事業部長

2006年６月　同社 執行役員 第二海外事業部長

2008年６月　同社 取締役

2009年６月　同社 常務取締役

2011年６月　同社 取締役常務執行役員

2013年６月　同社 取締役専務執行役員

2017年７月　当社 顧問

2017年12月　当社 常務執行役員 兼 海外事業室

長

2018年３月　当社 副社長執行役員 最高財務責

任者 兼 海外事業室長

2018年６月　当社 代表取締役副社長 最高財務

責任者 兼 海外事業室長（現任）

－

４
小 林 　 毅

(1958年11月16日生)

1982年４月　日産自動車㈱入社

2012年４月　同社 製品計画部長

2013年４月　同社 製品計画部長 兼 Ｎｉｓｓ

ａｎ ＰＶ 第二製品開発部長

2014年４月　当社 執行役員 兼 開発センター

長

2015年４月　当社 常務執行役員 兼 開発セン

ター長

2016年６月　当社 取締役常務執行役員 兼 開

発センター長

2016年６月　当社 取締役常務執行役員 兼 開

発センター長

2017年４月　当社 取締役専務執行役員 兼 開

発センター長

2018年４月　当社 取締役専務執行役員 兼 開

発センター長（レドムプロジェク

ト担当）（現任)

400株

－ 48 －
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候補者
番　号

氏　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴・地位・担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

５
花 岡 　 繁

(1958年１月21日生)

1982年４月　ＴＰＲ㈱入社

2005年10月　同社 品質保証部長

2008年９月　同社 経営企画室主幹

2009年６月　同社 長野工場長

2010年６月　同社 海外事業部付主幹

　　　　　　ＵＮＩＴＥＤ ＰＩＳＴＯＮＲＩ

ＮＧ,ＩＮＣ．出向（社長）

2012年６月　同社 執行役員 技術企画室長

2013年６月　同社 執行役員 製品開発部長

2014年６月　同社 執行役員 品質保証担当

2018年４月　当社 専務執行役員

2018年６月　当社 取締役専務執行役員 兼 生

産センター副センター長

2019年４月　当社 取締役専務執行役員（現任）

－

６
篠 田 好 洋

(1958年１月17日生)

1981年４月　㈱富士銀行入行

2004年７月　㈱みずほ銀行 王子支店長

2006年２月　同行 関連事業部長

2008年４月　同行 公務第三部長

2011年７月　社団法人中小企業研究センター 

専務理事

2013年４月　公益社団法人中小企業研究センタ

ー 専務理事

2018年６月　当社 専務執行役員 経営管理セン

ター長（現任）

－

７
岸 　 雅 伸

(1953年３月１日生)

1976年４月　ＴＰＲ㈱入社

2000年６月　同社 品質技術部長

2001年10月　同社 生産技術部長

2004年10月　同社 技術開発部長

2006年６月　同社 技術企画室長

2007年６月　同社 執行役員 技術企画室長

2009年８月　同社 執行役員 技術企画室長 兼 

製品開発部長

2011年６月　同社 取締役常務執行役員 技術企

画室長

2012年６月　同社 取締役常務執行役員 焼結技

術部長

2014年６月　同社 取締役専務執行役員

2016年６月　同社 取締役専務執行役員経営企

画室長

2017年６月　同社 代表取締役社長 兼 ＣＯＯ

（現任）

2018年６月　当社 取締役（現任）

－

－ 49 －

取締役選任議案



2019/05/29 17:10:37 / 18482935_株式会社ファルテック_招集通知

候補者
番　号

氏　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴・地位・担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

８
木 村 　 新

(1949年５月11日生)

1974年４月　ダイハツ工業㈱入社

2000年６月　同社 商品企画部長

2002年６月　同社 取締役（国内企画部長・商品

企画部担当）

2007年６月　同社 常務取締役管理統轄副本部

長、総務・広報・東京支社ブロック

担当、東京支社長兼務

2008年６月　㈱ダイハツライフネット 取締役社

長

2011年４月　㈱ビジネスサポートセンター   

取締役社長

2012年６月　㈱ダイハツテクナー 取締役社長

2014年６月　㈱ダイハツビジネスサポートセン

ター 相談役

2015年６月　当社 社外取締役（現任）

－

９
田 島 幸 広

(1955年９月20日生))

1978年４月　安田火災海上保険㈱入社

2001年11月　同社 横浜自動車営業部長

2002年７月　㈱損害保険ジャパン（現損害保険ジ

ャパン日本興亜㈱） 横浜自動車営

業部長

2005年４月　同社 金沢支店長

2008年４月　同社 常務執行役員 四国本部長

2009年４月　同社 常務執行役員

2011年４月　同社 常務執行役員 神奈川本部

長 兼 神奈川業務部長

2012年４月　同社 マーケティング部顧問

　　　　　　㈱プライムアシスタンス 代表取

締役

2016年６月　当社 社外取締役（現任）

2016年10月　日本土地建物㈱ 社外取締役（現

任）

－

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．木村新氏及び田島幸広氏は、社外取締役候補者であります。なお、木村新氏及び田島

幸広氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

　　　３．取締役候補者の選任理由について

　　　　（１）末廣博氏は、金融界において長年にわたり国内外の経営に携わり、また、ＴＰＲ

株式会社の業務執行者の経験を有しております。多様な視点と経験を当社の経営

に活かしていただくことにより、取締役としてその職務を適切に遂行出来るもの

と判断し選任をお願いするものであります。

－ 50 －

取締役選任議案



2019/05/29 17:10:37 / 18482935_株式会社ファルテック_招集通知

　　　　（２）文屋仁志氏は、日産自動車株式会社の業務執行者の経験を有しております。自動

車産業の豊富な知識、経験を当社の経営に活かしていただくことにより、取締役

としてその職務を適切に遂行出来るものと判断し選任をお願いするものでありま

す。

　　　　（３）髙野浩氏は、金融機関における国内外の豊富な経験とＴＰＲ株式会社の業務執行

者の経験を有しております。多様な視点と経験を当社の経営に活かしていただく

ことにより、取締役としてその職務を適切に遂行出来るものと判断し選任をお願

いするものであります。

　　　　（４）小林毅氏は、日産自動車株式会社の業務執行者の経験を有しております。自動車

産業の豊富な知識、経験を当社の経営に活かしていただくことにより、取締役と

してその職務を適切に遂行出来るものと判断し選任をお願いするものであります。

　　　　（５）花岡繁氏は、ＴＰＲ株式会社の業務執行者の経験を有しております。多様な視点

と経験を当社の経営に活かしていただくことにより、取締役としてその職務を適

切に遂行出来るものと判断し選任をお願いするものであります。

　　　　（６）篠田好洋氏は、金融機関における長年の経験をもち、財務・会計に関する幅広い

知見を有しております。多様な視点と経験を当社の経営に活かしていただくこと

により、取締役としてその職務を適切に遂行出来るものと判断し選任をお願いす

るものであります。

　　　　（７）岸雅伸氏は、ＴＰＲ株式会社の業務執行者の経験を有しております。多様な視点

と経験を当社の経営に活かしていただくことにより、取締役としてその職務を適

切に遂行出来るものと判断し選任をお願いするものであります。

　　　　（８）木村新氏は、ダイハツ工業株式会社の取締役を歴任しております。自動車産業の

豊富な知識、経験を当社の経営に活かしていただくことにより、社外取締役とし

てその職務を適切に遂行出来るものと判断し選任をお願いするものであります。

同氏の当社社外取締役在任期間は本定時株主総会終結の時をもって４年になりま

す。

　　　　（９）田島幸広氏は、株式会社損害保険ジャパンの業務執行者の経験を有しております。

業務執行者としての豊富な知識、経験や外部の視点を当社の経営に活かしていた

だくことにより、社外取締役としてその職務を適切に遂行出来るものと判断し選

任をお願いするものであります。同氏の当社社外取締役在任期間は本定時株主総

会終結の時をもって３年になります。

　　　４．当社は、岸雅伸氏、木村新氏及び田島幸広氏との間で会社法第427条第１項及び当社定

款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を行うに

つき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、金500万円または会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負う責任

限定契約を締結しており、岸雅伸氏、木村新氏及び田島幸広氏の再任が承認された場

合は、各氏との当該契約を継続する予定であります。また、末廣博氏の選任が承認さ

れた場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。
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第２号議案　監査役３名選任の件

　監査役　渡辺　誠氏、原田恒敏氏及び吉野保則氏は、本総会終結の時をもって

任期満了となります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであり

ます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴・地位及び重要な兼職の状況

所有する当社

の株式の数

１
佐 藤 孝 之

(1954年９月17日生)

1978年４月　日本ラジエーター㈱（現 カルソニ

ックカンセイ㈱）入社

1988年１月　北米カルソニック製造社（現 北米

カルソニックカンセイ社）経理部次

長

1998年10月　メキシコカルソニック社（現 カル

ソニックカンセイ・メキシコ社）取

締役経理最高責任者

2006年４月　カルソニックカンセイ・ヨーロッパ

社（英国）欧州経理最高責任者

2008年１月　住商メタレックス株式会社 財経グ

ループ長付（部長補佐）

2009年４月　同社 関西支社財経グループ大阪総

経チーム長

2010年10月　当社 経理部長

2014年10月　当社 総務部業務改革推進課テクニ

カルアドバイザー

2015年11月　当社 経理部経理課 テクニカルア

ドバイザー

2019年３月　当社 経理部長（現任）

－

２
吉 野 保 則

(1953年８月18日生)

1985年10月　太田昭和監査法人（現 ＥＹ新日本

有限責任監査法人）入所

2000年５月　監査法人太田昭和センチュリー

（現 ＥＹ新日本有限責任監査法

人）社員（現パートナー）

2006年５月　新日本監査法人（現 ＥＹ新日本有

限責任監査法人）代表社員（現シニ

アパートナー）

2014年６月　同法人退所

2015年６月　当社 社外監査役（現任）

　　　　　　東洋埠頭㈱ 社外監査役（現任）

－
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候補者

番　号

氏　名

（ 生 年 月 日 ）
略歴・地位及び重要な兼職の状況

所有する当社

の株式の数

３
平 野 高 志

(1957年２月６日生)

1985年４月　八木（現 牛島）総合法律事務所 入

所

1988年８月　米国　

Masuda,Funai,Eifert&Mitchell 法

律事務所入所

1990年８月　ブレークモア法律事務所入所

1991年１月　同所 パートナー

2000年４月　マイクロソフトアジアリミテッド

入社

2003年９月　マイクロソフト㈱　執行役 法務・

政策企画本部 統括本部長

2006年２月　ブレークモア法律事務所　パート

ナー（現任）

2006年６月　一般社団法人コンピュータソフト

ウェア協会　理事

2008年１月　㈱モルフォ　監査役（現任）

2012年10月　サイバー大学　専任教授

2014年６月　一般社団法人コンピュータソフト

ウェア協会　監事（現任）

2017年６月　東京航空計器㈱　監査役（現任）

－

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．吉野保則氏及び平野高志氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に規定する社外監

査役候補者であります。

　　　３．監査役候補者の選任理由について

　　　　（１）佐藤孝之氏は、自動車部品業界で経理責任者を歴任し、また、当社の経理部長と

しての経験を有しております。財務及び会計に関する豊富な経験と知見を活かし

ていただくことにより監査役としてその職務を適切に遂行できるものと判断し選

任をお願いするものであります。

　　　　（２）吉野保則氏は、公認会計士としての経験を有しております。財務及び会計に関す

る豊富な経験と知見を活かしていただくことにより社外監査役としてその職務を

適切に遂行できるものと判断し選任をお願いするものであります。同氏の当社社

外監査役在任期間は本定時株主総会の終結の時をもって４年になります。

　　　　（３）平野高志氏は、弁護士としての豊富な経験とともに、マイクロソフト株式会社の

業務執行者や、複数の会社の監査役を歴任しております。経営や法律に関する幅

広い経験と知見を活かしていただくことにより社外監査役としてその職務を適切

に遂行できるものと判断し選任をお願いするものであります。
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　　　４．当社は、吉野保則氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、会社

法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大

な過失がなかったときは、金500万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負う責任限定契約を締結しており、

同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。また、

佐藤孝之氏及び平野高志氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結

する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　　神奈川県川崎市幸区堀川町580番地

ソリッドスクエア 西館18階 当社会議室

（建物は前回と同じですがフロアが異なっておりますので、

お間違えのないようご注意下さい。）

交通のご案内

ＪＲ東海道線・京浜東北線・南武線

　　　　　川崎駅　中央西口または北口西より徒歩７分

京浜急行　京急川崎駅　西口より徒歩５分

●車椅子にてご来場の方には、会場内に専用スペースを設けておりま

す。（係りの者がご案内申し上げます。）

●お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

至武蔵小杉

中央西口 北口西北口西

地下街アゼリア

第一京浜国道

川崎市役所

京浜急行大師線

西口
ミニストップ

京急川崎駅

東海道本線・京浜東北線

ソリッドスクエア

ＪＲ川崎駅

アトレ川崎

新
川
通
り

市
役
所
通
り

南武線

京浜急行本線

多
摩
川

至横浜

至横浜

至東京

至東京

第二京浜国道へ第二京浜国道へ

ラゾーナ川崎

地図




